
改良住宅等改善事業制度要綱 
 
  平成 11 年４月１日 建設省住整発第25号 
 最終改正 令和 ５年 11月 29 日 国住整第 89 号 
 

第１章 総 則 
第１ 目 的 

この要綱は、改良住宅等の建替え、増改築等を行う地方公共団体に対し国が必要な助成を行
う制度を確立し、当該改良住宅等の居住水準及び住環境の向上を図り、もって公共の福祉に寄
与することを目的とする。 

 
第２ 定 義 

この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ
る。 
一 改良住宅等改善事業 

この要綱で定めるところに従って改良住宅等に関して行われる改良住宅ストック総合改善
事業、建替事業、既設改善関連建設事業及び駐車場整備事業をいう。 

二 施行者 
改良住宅等改善事業を施行する者をいう。 

三 改良住宅等 
住宅地区改良法（昭和 35 年法律第 84 号）第 27 条第２項、「小集落地区等改良事業制度要

綱等の廃止について」（平成 14 年３月 29 日付け国住整第 1236 号）による廃止前の小集落地
区等改良事業制度要綱（昭和 57 年建設省住整発第 26号。以下「旧小集落要綱」という。）第
４第１項、小規模住宅地区等改良事業制度要綱（平成９年建設省住整発第 46 号）第 12 第１
項第二号若しくは住宅市街地総合整備事業制度要綱（平成 16 年国住市第 350 号）第 21 第５
項による国の補助若しくは交付金の交付を受け、又は住宅地区改良法附則第８項による無利
子の貸付けを受けて建設され、若しくは購入された住宅（住宅市街地総合整備事業制度要綱
に係るものにあっては、密集住宅市街地整備型重点整備地区に係るものに限る。）をいう。 

四 改良住宅ストック総合改善事業 
個別改善、全面的改善及び災害復旧事業をいう。 

五 個別改善 
次号から第十三号までにそれぞれ定める規模増改善、住戸改善、共用部分改善及び屋外・

外構改善をいう。 
六 規模増改善 

改良住宅等の住戸の増築、複数住戸の結合又は戸境の変更その他の改善で居住室の床面積
の増加を行うものをいう。 

七 住戸改善 
改良住宅等の住戸部分（バルコニー部分を含む。）の改善をいう。 

八 共用部分改善 
改良住宅等の共用部分の改善をいう。 

九 屋外・外構改善 
改良住宅等の屋外及び外構部分の改善をいう。 

十 居住性向上型改善 
改良住宅等における利便性、衛生、快適性等居住性の向上のための設備等の改善をいう。 

十一 福祉対応型改善 
高齢者、障害者等の改良住宅等における居住の円滑化のための設備等の改善（既設の改良

住宅等を公営住宅法第 45条第 1項の事業等を定める省令（平成 8 年厚生省・建設省令第 1 号）
第１条に規定する事業に活用するための改善を含む。）をいう。 

十二 安全性確保型改善 
改良住宅等の耐震性、耐火性等安全性を確保するための設備等の改善をいう。 

十三 長寿命化型改善 
改良住宅等の劣化防止、耐久性向上及び維持管理の容易化のための設備等の改善をいう。 

十四 脱炭素社会対応型 
改良住宅等における省エネルギー性向上及び再生可能エネルギー導入のための設備等の改

善をいう。 
 十五 子育て世帯支援型 

 改良住宅等における子育て世帯の優先入居のための設備等の改善をいう。 
十六 全面的改善 



 

住棟単位又は団地単位で行われる全面的な又はこれに準ずる改善（概ね 10年以内の期間で、
段階的に実施されるものを含む。）で、個別改善のうち、少なくとも次のイからハまでに掲げ
る改善を含むものをいう。 
イ 住戸改善で居住性向上型及び福祉対応型に係るもの（全ての住戸について、内装、設備

等(躯体を除く。)を全面的又はこれに準ずる改善を行うものに限る。） 
ロ 共用部分改善で福祉対応型及び安全性確保型に係るもの。ただし、安全性が確保されて

いる場合には、福祉対応型に係る共用部分改善のみで足りるものとする。 
ハ 屋外・外構改善で福祉対応型に係るもの 

十七 災害復旧事業 
災害（火災にあっては地震による火災に限る。）により滅失し、又は著しく損傷した改良住

宅等（更新住宅を含む。）を復旧するために行う新たな住宅の建設又は当該改良住宅等の補修、
宅地の復旧等をいう。 

十八 建替事業 
この要綱の定めるところに従って行われる改良住宅等の除却及び更新住宅の整備に関する

事業並びにこれらに附帯する事業をいう。 
十九 既設改善関連建設事業 

二戸一改善等の施行に伴い、改良住宅等を失うこととなる世帯で更新住宅への入居を希望
し、かつ、住宅に困窮すると認められるものを入居させるための更新住宅の建設に関する事
業及びこれらに附帯する事業をいう。 

二十 二戸一改善等 
規模増改善のうち、二戸の住宅を一戸の住宅に改造し、又は三戸の住宅を二戸の住宅に改

造することをいう。 
二十一 駐車場整備事業 

改良住宅等（住宅市街地総合整備事業制度要綱に係るものを除き、更新住宅を含むものと
し、建設中又は建設予定のものを含む。）に係る駐車場の整備（買取を含む）で、次の掲げる
基準に適合するものをいう。 
イ 原則として、専ら駐車場の用に供するための用地（借地権を含む。）の新たな取得を伴わ

ないものであること。 
ロ 整備する駐車場が、次に掲げる基準を満たすものであること。 

ａ 周囲の住環境を著しく阻害するものでないこと。 
ｂ 居住者の安全に十分配慮したものであること。 
ｃ 適切かつ合理的な管理を行うものであること。 

二十二 更新住宅 
建替事業又は既設改善関連建設事業により施行者が建設し、購入し又は借上げる住宅及び

その附帯施設をいう。 
二十三 分譲更新住宅 

更新住宅のうち、建替事業又は二戸一改善等の施行に伴い住宅を失うこととなる者に譲渡
されるものをいう。 

二十四 改良住宅等長寿命化計画 
予防保全的な維持管理、耐久性の向上に資する改善等の計画的な実施により、改良住宅等

ストックの長寿命化を図るため、次に掲げる内容とするものであって、改良住宅等ストック
を管理する地方公共団体ごとに策定する計画をいう。 
イ 改良住宅等長寿命化計画の目的 
ロ 長寿命化に関する基本方針 
ハ 計画期間 
ニ 長寿命化を図るべき改良住宅等 
ホ 長寿命化のための維持管理・改善計画 
ヘ 長寿命化のための維持管理・改善による効果 

二十五 建替等計画  
改良住宅等に係る建替事業及び既設改善関連建設事業による地区ごとの総合的な改善の計

画で、当該改良住宅等を管理する地方公共団体が定めるものをいう。 
二十六 地域住宅計画 

地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成 17年
法律第 79号）第６条第１項に規定する地域住宅計画をいう。 

二十七 都市再生整備計画 
都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22 号）第 46 条第１項に規定する都市再生整備計画

をいう。 
 



 

第３ 施行者 
改良住宅等改善事業は、改良住宅等を管理する地方公共団体が施行する。 

 
第４ 改良住宅等長寿命化計画等の策定 

改良住宅等改善事業を施行しようとする者は、原則として、改良住宅等長寿命化計画、建替
等計画、地域住宅計画又は都市再生整備計画を策定するものとする。 

 
第２章 改良住宅ストック総合改善事業 

第５ 改良住宅ストック総合改善事業の実施に係る要件 
１ 改良住宅ストック総合改善事業（災害復旧事業を除く。）の実施に係る要件は、次の各号に定

めるものとする。 
一 当該改良住宅等（更新住宅を含む。以下この項において同じ。）に係る改良住宅ストック総
合改善事業が、改良住宅等長寿命化計画に基づいて行われるものであること。 

二 個別改善については、原則として、改良住宅等のうち建築後 20年を経過したもの（子育て
世帯支援型を行うもののうち子どもの安全確保に係る改善（床の衝撃音対策に係る改善につ
いては、その他の子どもの安全確保に係る改善と併せて実施する場合に限る。）については建
築後 10 年を経過したもの）を対象とすること。ただし、以下に掲げるものについてはこの限
りではない。 
イ 長寿命化型を行うもの 
ロ 福祉対応型を行うもののうち障害者の改良住宅等における居住の円滑化のための設備等

の改善 
ハ 福祉対応型を行うもののうち高齢者等の改良住宅等における居住の円滑化のための設備

等の改善（既設の改良住宅等を公営住宅法第 45 条第 1 項の事業等を定める省令第１条に規
定する事業に活用するための改善に限る。） 

ニ 住戸改善及び共用部分改善のうち省エネルギー対策又は再生可能エネルギーに係る改善
を行うもの 

ホ 住宅用防災機器、Ｐ波感知型地震時管制運転装置若しくは戸開走行保護装置の設置又は
エレベーターに係る主要機器耐震補強措置の実施等 

ヘ 宅配ボックスの設置 
ト 防災・減災対策に係る改善 
チ 交流スペースの設置 

三 全面的改善については、原則として、改良住宅等のうち建築後 30年を経過したものを対象
とすること。 

四 改良住宅ストック総合改善事業実施後の改良住宅等が、耐力、耐火性能、耐用年数等を勘
案して、概ね 10 年間、使用が可能なものであること（住戸改善及び共用部分改善にあっては、
原則として準耐火構造等又は耐火構造等の住宅に限る。）ただし、住宅用防災機器又は地上波
デジタル放送対応設備の設置についてはこの限りではない。 

五 特別の事情がある場合を除き、住宅地区改良法第５条に規定する事業計画、旧小集落要綱
第７に規定する事業計画、小規模住宅地区等改良事業制度要綱第５に規定する事業計画又は
密集住宅市街地整備促進事業制度要綱第 12に規定する事業計画に定められた改良住宅、小集
落改良住宅、小規模改良住宅又はコミュニティ住宅の建設が既に終了している事業に係るも
のであること。 

２ 改良住宅ストック総合改善事業（災害復旧事業を除く。）のうち、次に掲げる施設の整備を伴
うものの実施に係る要件は、前項に掲げるもののほか、当該改善が原則として 150 戸以上の団
地で行われるものであることとする。 
(1) 集会所（公的助成に基づき運営される育児事業に供するスペース又は住民の自主運営によ
る共同育児活動の場に供するスペースを含む。） 

(2) 児童遊園 
(3) 屋外消火栓 
(4) その他上記施設及び排水処理施設に関連して整備することが必要であると国土交通大臣が
認めた施設 

３ 改良住宅ストック総合改善事業のうち、全面的改善の実施に係る要件は次の各号に定めるも
のとする。 
一 事業施行後の改良住宅等について、概ね 30年以上管理する予定のものであること。 

 
第３章 建替事業及び既設改善関連建設事業 

第６ 建替事業の施行要件 
建替事業は、次の各号に掲げる要件に該当する場合に施行することができる。 



 

一 当該建替事業により除却すべき改良住宅等（以下「従前の改良住宅等」という。）の大部分
が、狭小、老朽化等により居住水準及び住環境の向上を図る必要があり、かつ、増改築等他
の方法によることが不適切であること。 

二 当該建替事業により建設される更新住宅が、原則として従前の改良住宅等と同等以上の耐
火性能を有する構造であること。 

 
第７ 建替等計画の策定 
１ 建替等計画のうち建替事業に係る部分（以下「建替計画」という。）には、次に掲げる事項を

定めなければならない。 
(1) 建替事業の名称 
(2) 建替事業を施行する土地の区域（以下「建替事業区域」という。） 
(3) 居住水準及び住環境の向上の目標 
(4) 改良住宅等の除却、更新住宅の建設その他の建替事業区域内の住宅及び土地の整備に関す
る事項 

(5) 建替事業の施行年度 
(6) 資金計画 

２ 建替計画は、更新住宅の立地に応じた土地の合理的な高度利用について適切な配慮が払われ
たものでなければならない。 

３ 建替等計画のうち既設改善関連建設事業に係る部分（以下「関連建設計画」という。）には、
次に掲げる事項を定めなければならない。 
(1) 既設改善関連建設事業の名称 
(2) 既設改善関連建設事業を施行する土地の区域 
(3) 更新住宅の建設及びこれに伴い必要となる土地の整備に関する事項 
(4) 既設改善関連建設事業の施行年度 
(5) 資金計画 

 
第８ 建替計画の承認等 
１ 建替事業を施行しようとする者は、建替計画について、国土交通大臣の承認を受けなければ

ならない。この場合において、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が承認の申請をしようとす
るときは、都道府県知事を経由して行わなければならない。ただし、地域住宅計画又は都市再
生整備計画において位置づけられた事業については、国土交通大臣の承認を要しない。 

２ 既設改善関連建設事業を施行しようとする者は、関連建設計画を国土交通大臣に報告しなけ
ればならない。この場合において、市町村がその報告をしようとするときは、都道府県知事を
経由しなければならない。ただし、地域住宅計画又は都市再生整備計画において位置づけられ
た事業については、国土交通大臣への報告を要しない。 

３ 前２項の規定は、施行者が建替計画又は関連建設計画について次に掲げる変更をしようとす
る場合に準用する。 
１．建替計画 
ア 建替事業区域の変更で、土地の規模を最近の承認に係る規模の１割以上増減するもの 
イ 更新住宅用地又は公共施設、地区施設その他の施設の用に供すべき土地の規模の変更で、

最近の承認に係る事業計画において定めた規模の１割以上を増減するもの 
ウ 建替事業により除却する改良住宅等の変更 
エ 建替事業により建設する更新住宅の戸数の変更で、最近の承認に係る戸数の１割以上を

増減するもの又は当該変更により当該更新住宅及び当該更新住宅と一体的に建設される改
良住宅等の戸数が当該事業により除却する改良住宅等の戸数（空家戸数を除く。）未満とな
るもの 

オ 建替事業の施行年度の延伸 
２．関連建設計画 
ア 既設改善関連建設事業を施行する土地の区域の変更で、土地の規模を最近の報告に係る

規模の１割以上増減するもの 
イ 更新住宅用地、公共施設、地区施設又はその他の施設の用に供すべき土地の規模の変更

で、最近の承認に係る事業計画において定めた規模の１割以上を増減するもの 
ウ 既設改善関連建設事業により建設する更新住宅の戸数の変更で、最近の報告に係る戸数

の１割以上を増減するもの又は当該変更により当該更新住宅の戸数が二戸一改善等の施行
に伴い改良住宅等を失うことにより住宅に困窮する世帯の数に相当しなくなるもの 

エ 既設改善関連建設事業の施行年度の延伸 
４ 災害復旧事業を施行しようとする者は、被害の状況及び災害復旧事業の計画を国土交通大臣

に報告しなければならない。この場合において、市町村（指定都市を除く。）が報告をしようと



 

するときは、都道府県知事を経由しなければならない｡  
 
第９ 建替等計画に関する協議 

施行者は、建替等計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、建替等計画又は
その変更に関係のある次に掲げる者に協議しなければならない。 
一 公共施設（道路、公園、広場、緑地、鉄道、軌道、下水道又は河川をいう。）の管理者又は
管理者となるべき者 

二 共同浴場、保育所その他の日常生活に密接に関連する施設の設置について許可、認可その
他の処分をする権限を有する行政機関 

三 建替事業区域内において住宅経営をしようとする地方公共団体、独立行政法人都市再生機
構（以下「都市再生機構」という。）、地方住宅供給公社及び一団地の住宅施設に関する都市
計画事業を行う者 

 
第 10 建替等計画の周知 

施行者は、建替計画の承認（変更の承認を含む。）があったとき、又は関連建設計画の報告（変
更の報告を含む。）をしたときは、速やかに、当該計画を、当該計画に係る改良住宅等の入居者
に周知するための措置をとらなければならない。 

 
第 11 更新住宅の建設、購入又は借上げ 
１ 建替事業の施行者は、原則として従前の改良住宅等の戸数（空家戸数を除く。）以上の戸数の

更新住宅を建設し、購入し、又は借上げて賃貸又は分譲しなければならない。ただし、更新住
宅の戸数と当該更新住宅と一体的に建設される公営住宅等（地方公共団体、都市再生機構、地
方住宅供給公社等が供給する住宅をいう。）の戸数の合計が従前の改良住宅等の戸数（空家戸数
を除く。）以上である場合は、この限りではない。 

２ 建替事業に係る更新住宅は、従前の改良住宅等の敷地の区域に公共施設その他の施設に関す
る都市計画が定められている場合その他特別の事情がある場合を除き、従前の改良住宅等の敷
地の区域内に建設しなければならない。 

３ 既設改善関連建設事業の施行者は、二戸一改善等の施行に伴い、改良住宅等を失うことによ
り、住宅に困窮すると認められる世帯の数に相当する戸数の更新住宅を建設しなければならな
い。 

４ 既設改善関連建設事業の施行者は、前項の規定により建設しなければならない更新住宅の戸
数が、第 13 第１項の規定により更新住宅に入居させるべき世帯の数に比較して過不足を生ずる
ことが明らかとなった場合においては、これを増減するため速やかに、関連建設計画を変更し、
国土交通大臣に報告しなければならない。ただし、地域住宅計画又は都市再生整備計画におい
て位置づけられた事業については、国土交通大臣への報告を要しない。 

 
第 12 借上型更新住宅 
１ 建替事業の施行者は、民間の土地所有者等（土地の所有権又は建物の所有を目的とする地上

権、賃借権若しくは使用賃借による権利を有する者をいう。）、都市再生機構又は地方住宅供給
公社が所有する住宅（原則として耐火建築物等又は準耐火建築物等に限る。）を借り上げて、更
新住宅として管理することができる。 

２ 建替事業の施行者が前項の規定に基づき借り上げる更新住宅（以下「借上型更新住宅」とい
う。）を管理しようとする場合においては、当該住宅を借上型更新住宅とすることの約定、条件
等について、当該住宅の所有者と協定を締結するものとする。 

 
第 13 更新住宅に入居させるべき者 
１ 施行者は、次に掲げる者で更新住宅への入居を希望し、かつ、住宅に困窮していると認めら

れるものを更新住宅に入居させなければならない。 
一 建替事業又は二戸一改善等の施行に伴い住宅を失った者 
二 建替計画の承認の日（地域住宅計画又は都市再生整備計画を作成している場合は当該計画
の提出の日）以後に建替事業区域内において災害により住宅を失った者 

２ 施行者は、建設した更新住宅の戸数が前項の規定により入居した者の数を越える場合におい
ては、住宅に困窮していると認められる者の中から公正な方法で選考した者を更新住宅に入居
させなければならない。この場合において、既設改善関連建設事業に係る更新住宅については、
二戸一改善等の対象となっている改良住宅等の種別に応じ、改良住宅等管理要領（昭和 54年５
月 11日付け建設省住整発第６号。以下「管理要領」という。）第 11の規定を準用して選考する
ものとする。 

３ 前項の規定は、更新住宅に前２項の規定により入居した者が居住しなくなった場合に準用す



 

る。 
 
第 14 仮住居等の確保 

改良住宅等改善事業の施行者は、事業の施行に伴い必要がある場合には、住居を移転するこ
ととなる者に対して、必要な仮住居等を提供しなければならない。 

 
第 15 更新住宅等の管理 
１ 更新住宅（分譲更新住宅を除く。）の管理及び処分については、管理要領に定めるところによ

るものとする。 
２ 災害復旧事業により建設された住宅の管理及び処分については、当該事業の対象となってい

る改良住宅等の種別に応じ、管理要領を準用する。 
 

第４章 国の補助等 
第 16 国の補助又は交付 
１ 国は、施行者に対して、建替事業による改良住宅等の除却、建替事業又は既設改善関連建設

事業による更新住宅（分譲更新住宅を除く。）の建設、購入又は改良工事のため必要な土地の取
得及び造成並びに当該事業を施行する土地の区域の整備に要する費用について、予算の範囲内
において、補助又は交付することができる。 

２ 国は、施行者に対して、建替事業による更新住宅（分譲更新住宅を除く。）の建設、購入又は
改良工事に要する費用及び既設改善関連建設事業による更新住宅の建設に要する費用について、
予算の範囲内において、補助又は交付することができる。 

３ 国は、施行者に対して、建替事業又は既設改善関連建設事業に要する次の各号に掲げる費用
について、予算の範囲内において、それぞれ当該各号に掲げる額を対象に補助又は交付するこ
とができる。 
一 分譲更新住宅に係る共同施設の整備に要する費用 
二 定期借地権に基づき分譲更新住宅を建設する場合の当該分譲更新住宅の敷地に係る除却、
整地及び補償に要する費用 

４ 国は、施行者に対して、建替事業に要する次の各号に掲げる費用について、予算の範囲内に
おいて、それぞれ当該各号に掲げる額を対象に補助又は交付することができる。 
一 借上型更新住宅を建設又は改良する者に対する施行者の補助に要する費用（次に掲げるも
のの整備（以下「住宅共用部分等整備」という。）に要する費用に限る。）  
イ 住宅共用部分整備 
ロ 共同施設整備 
ハ 高齢者向け又は障害者向け設備の設置等 
ニ 団地関連施設整備 
ホ 土地整備 

二 借上型更新住宅に係る借上に要する費用と入居者から徴収する費用との差額 
５ 国は、施行者に対して、改良住宅ストック総合改善事業に要する次の各号に掲げる費用につ

いて、予算の範囲内において、補助又は交付することができる。 
一 個別改善（専ら個人の利便や享楽に供される設備等で、個人の負担により整備されること
が適切であると認められるもの（衛星放送受信機、ケーブルテレビの配線、電話回線の増設
を含む。）の整備を除く。） 
イ 規模増改善 
ロ 居住性向上型、福祉対応型、安全性確保型、長寿命化型又は脱炭素社会対応型に係る住
戸改善 
ハ 居住性向上型、福祉対応型、安全性確保型、長寿命化型又は脱炭素社会対応型に係る共
用部分改善 
ニ 居住性向上型、福祉対応型、安全性確保型、長寿命化型又は脱炭素社会対応型に係る屋
外・外構改善 

二 全面的改善 
三 災害復旧事業 

６ 国は、施行者に対して、駐車場整備事業に要する費用について、予算の範囲内において、補
助又は交付することができる。 

７ 国は、施行者に対して、次の各号に掲げる改良住宅等改善事業の推進等に要する費用につい
て、予算の範囲内において、補助又は交付することができる。 
一 改良住宅等長寿命化計画の策定に要する費用 
二 建替等計画の策定に要する費用 
三 まちづくり協議会（改良住宅ストック総合改善事業の施行中又は施行予定の地区を含む地



 

域の住民等による組織をいう。以下同じ。）の活動に対する助成及び支援に要する費用 
四 改良住宅等改善事業の施行に伴い住居を移転することとなる者に対し支払う移転又は仮住
居等の借上げに要する費用 

五 既設の改良住宅団地等における住宅の改築又は増築による高齢者生活相談所の整備に要す
る費用 

８ 第１項及び第２項の規定による国の補助金額又は交付金額の算定については、当該各項に規
定する費用が当該費用について国土交通大臣がそれぞれ定める額を超える場合においては、当
該国土交通大臣の定める額をもってそれぞれの費用とみなし、前５項の規定による国の補助金
額又は交付金額の算定については、当該各項に規定による費用が当該費用について国土交通省
住宅局長がそれぞれ定める額を超える場合においては、当該国土交通省住宅局長の定める額を
もってそれぞれの費用とみなす。 

 
第 17 勧告等 

国土交通大臣は、施行者に対して、改良住宅等改善事業の適正な施行を図り、又は更新住宅
及び災害復旧事業により建設された住宅の管理及び処分を適正に行わせるため必要な勧告、助
言又は援助を行うことができる。 

 
第 18 運営 

改良住宅等改善事業については、この要綱に定めるところによるほか、次に掲げる要領等の
定めるところによらなければならない。 
一 住宅地区改良事業等補助金交付要領（昭和 53 年４月４日付け建設省住整発第 14 号）又は
住宅地区改良事業等対象要綱（平成 17年８月１日付け国住整第 38-3 号） 

二 改良住宅等改善事業事務処理要領（平成 11年３月 19 日付け建設省住整発第 43 号） 
三 従前居住者用賃貸住宅等家賃対策補助要領細目（平成 12 年３月 24 日付け建設省住街発第
29 号） 

四 改良住宅等管理要領（昭和 54年５月 11日付け建設省住整発第６号） 
 



 

（附  則） 
 

附  則〔平成 11年 3月 19 日〕 
１ この要綱は、平成 11年４月１日から適用する。 
２ 次に掲げる要綱（以下「旧要綱」という。）は廃止する。 

一 改良住宅等建替事業制度要綱（平成３年４月 11 日付け建設省住整発第 42 号） 
二 既設改良住宅等改善等事業費補助金交付要綱（平成５年４月１日付け建設省住整発第 49
号） 

三 改良住宅等駐車場整備事業費補助金交付要綱（平成３年４月 11 日付け建設省住整発第 51
号） 

３ この要綱の適用の際現に施行中の旧要綱の規定による改良住宅等建替事業、既設改良住宅改
善事業、既設改善関連改良住宅建設事業及び改良住宅に係る駐車場の整備は、それぞれ、この
要綱の規定による建替事業、既設改善事業、既設改善関連建設事業及び駐車場整備事業とみな
す。 

４ この要綱の適用の際現に建設中又は既に建設された旧要綱の規定による更新住宅及び既設改
善関連改良住宅は、この要綱の規定による更新住宅とみなす。 

５ この要綱の適用の前に旧要綱の規定により行った処分、手続その他の行為は、この要綱中の
相当する規定により行った処分、手続その他の行為とみなす。 

 
附  則〔平成 12年３月 24日〕 

１ この要綱は、平成 12年４月３日から適用する。 
２ 改正される前のこの要綱の既設改善事業に関連する規定は、改良住宅ストック総合活用計画

を未策定の施行者については、平成 15年３月 31日までの間に限り効力を有する。 
 

附  則〔平成 13年３月 30日要綱第 746 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 13年３月 30日から施行する。 

 
附  則〔平成 14年３月 29日要綱第 1229 号〕 

改正後のこの要綱は、平成 14年４月１日から施行する。 
 

附  則〔平成 16年３月 30日要綱第 85 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 16年４月１日から施行する。 

 
附  則〔平成 17年４月１日要綱第 89号〕 

改正後のこの要綱は、平成 17年４月１日から施行する。 
 

附  則〔平成 17年８月１日要綱第 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 17年８月１日から施行する。 

 
附  則〔平成 19年３月 27日要綱第 80-2 号〕 

改正後のこの要綱は、平成 19年４月１日から施行する。 
 

附  則〔平成 20年３月 28日要綱第 66 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 20年４月１日から施行する。 

 
附  則〔平成 21年３月 26日要綱第 59 号〕 

１ 改正後のこの要綱は、平成 21年４月１日から施行する。 
２ 第５第１項第一号の規定にかかわらず、平成 25 年度までに実施する更新住宅整備事業及び改

良住宅ストック総合改善事業については、補助対象事業又は交付対象事業とする。 
 

附  則〔平成 22年３月 31日要綱第 211 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 22年４月１日から施行する。 

 
附  則〔平成 23年 11 月 21 日要綱第 75 号〕 

１ 改正後のこの要綱は、平成 23年 11 月 21 日から施行する。 
２ 平成 23 年度補正予算（第３号）に係る東日本大震災復旧・復興社会資本総合整備事業費及び

平成 24 年度東日本大震災復興特別会計予算に係る社会資本整備総合交付金については、改良住
宅等の耐震改修又はＰ波感知型地震時管制運転装置若しくは戸開走行保護装置の設置又はエレ



 

ベーターに係る主要機器耐震補強措置の実施に係る事業に充てるものとする。 
 

附  則〔平成 24年３月 28日要綱第 180 号〕 
改正後のこの要綱は、平成 24年４月６日から施行する。 

 
附  則〔平成 25年５月 15日要綱第 19 号〕 

改正後のこの要綱は、平成 25年５月 15日から施行する。 

 
附  則〔令和２年４月８日要綱第２号〕 

改正後のこの要綱は、令和２年４月７日から施行する。 
 

附  則〔令和３年３月 31 日要綱第 48号〕 

改正後のこの要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 

附  則〔令和４年４月１日要綱第 50号〕 

改正後のこの要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 
附  則〔令和５年３月 31 日要綱第 46号〕 

改正後のこの要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附  則〔令和５年 11月 29 日要綱第 89 号〕 

改正後のこの要綱は、令和５年 11月 29 日から施行する。 


